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市町村立学校における
働き方改革の推進に向けて



我が国の教員の現状と課題 – TALIS 2018結果より –

職能開発の時間は短い

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2019/06/19/1418199_1.pdf


沖縄
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文部科学省 令和４年９月９日公表 令和４年度（令和３年度実施）公立学校教員採用選考試験の実施状況のポイントより

全国
平均

全国 受験者数･採用者数･競争率(採用倍率)の推移

、Ｒ４は、令和３年度実施公立学校教員採用選考試験

https://www.mext.go.jp/content/20220909-mxt_kyoikujinzai01-000024926-5.pdf
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沖縄県 受験者数･採用者数･競争率(採用倍率)の推移

(注） 総計は、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、養護教諭の合計
Ｒ４は、令和４年度実施公立学校教員採用選考試験
データは、教育委員会の会議「過去の会議の資料及び議事録」より

競争率最高値(H22)

受験者数最高値(H23)

競争率最低値(R４)
受験者数最低値(R４)

https://www.pref.okinawa.jp/edu/somu/edu/edu/kaigi/index.html
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沖縄県 令和４年度実施教員採用選考試験 競争率（採用倍率）

令和４年第10回教育委員会会議 報告事項(５)より

https://www.pref.okinawa.jp/edu/somu/edu/edu/kaigi/documents/r4t10houkoku5.pdf
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※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。 （資料）「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

74,015

128,058千人

今後５０年程度で生産年齢人口が急激に減少することが見込まれる

生産年齢人口：63.8%→52.5%

年少人口：13.1%→10.6%

老年人口：23.0%→36.9%
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生産年齢人口の急激な減少



内閣府「就労等に関する若者の意識調査」
平成29年度調査:全国の16歳から29歳までの男女（有効回答数10,000）を対象に、
平成29（2017）年10月27日から同年11月13日までの間に実施したインターネット調査

全国的に深刻な教員不足

就労等に関する若者の意識

教員だけではない深刻な人材不足

https://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h30gaiyou/s0.html


内閣府 平成29年度調査 「特集 就労等に関する若者の意識」より

就労等に関する若者の意識

仕事と家庭･プライベート(私生活)とのバランス

https://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h30gaiyou/s0.html


転職に対する意識

就労等に関する若者の意識

内閣府 平成29年度調査 「特集 就労等に関する若者の意識」より

https://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h30gaiyou/s0.html


平成28(2016)年 教員勤務実態調査の実施

小学校教員8,951名、中学校教員10,687名の大規模調査10月～11月のうち、連続する7日間について30
分ごとに業務内容を回答

平成29(2017)年４月 教員勤務実態調査の速報値の公表

平成29(2017)年６月 中央教育審議会（中教審）へ文部科学大臣からの諮問

平成29(2017)年８月 中教審より国・教育委員会等へ緊急提言

12月 中間まとめ

平成30(2018)年２月 文科省より各教育委員会へ

「学校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間管理等
に係る取組の徹底について（通知）」

平成30(2018)年３月 「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」

平成30(2018)年12月 「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」

働き方改革の推進〈これまでのおもな動き〉

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/08/03/1297093_6.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/10/16/1397081_01.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/__icsFiles/afieldfile/2017/09/04/1395249_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/01/26/1400723_02.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_3_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_3_1.pdf
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/013_index/toushin/1402678.htm
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/bunkakatsudo_guideline/h30_1227/index.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hatarakikata/index.htm


平成31(2019)年１月 中教審

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関す
る総合的な方策について」答申

平成31(2019)年１月 「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」

令和２(2020)年７月 文科省

「教諭等の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付について(通知）」

「事務職員の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付について(通知）」

令和４(2022)年12月 スポーツ庁・文化庁

「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」

令和５(2023)年２月 文科省

「令和４年度教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査結果等を踏まえた「令和３年度教
育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査結果等に係る留意事項について（通知）（令和４
年１月 28 日付け３文科初第 1889 号初等中等教育局長通知）」の補足事項について（通知）」

令和５(2023)年３月 文科省

「全国の学校における働き方改革事例集:令和５年３月改訂版」

働き方改革の推進〈これまでのおもな動き〉

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_1_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_1_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_2_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20200717-mxt_syoto01-000001234_3.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20200717-mxt_syoto01-000001234_4.pdf
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop04/list/1405720_00014.htm
https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/93813101.html
https://www.mext.go.jp/sports/content/20221227-spt_oripara-000026750_2.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230203-mxt_zaimu-000027412_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230203-mxt_zaimu-000027412_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230203-mxt_zaimu-000027412_1.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hatarakikata/mext_00008.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hatarakikata/index.htm


１．学校における業務改善について

(1) 業務の役割分担・適正化を着実に実行するために教育委員会が取り組むべき方策について

① 業務改善方針・計画の策定及びフォローアップ
② 事務職員の校務運営への参画の推進
③ 専門スタッフとの役割分担の明確化及び支援
④ 学校が教育活動に専念するための支援体制の構築
⑤ 業務の管理・調整を図る体制の構築
⑥ 関係機関との連携・協力体制の構築
⑦ 学校・家庭・地域の連携の促進
⑧ 統合型校務支援システム等のＩＣＴの活用推進
⑨ 研修の適正化
⑩ 各種研究事業等の適正化
⑪ 教育委員会事務局の体制整備
⑫ 授業時数の設定等における配慮
⑬ 各学校における業務改善の取組の促進

学校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における
業務改善及び勤務時間管理等に係る取組の徹底について（通知）

平 成 30 年２月９日 29文科初第1437号

教育委員会

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_3_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_3_1.pdf


新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）【概要】

平成31年1月25日中央教育審議会

第４章 学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_4_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_4_1.pdf


新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）【概要】

平成31年1月25日中央教育審議会

〇業務の役割分担・適正化を確実に実施するため、以下の仕組みを構築することが必要

教育委員会等

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_4_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2019/03/08/1412993_4_1.pdf


今の教師の働き方の深刻な状況について、その厳しさを一番実感しておら
れるのは皆様だと思います。“子供のため”を合い言葉に、志ある教師の皆様が、
その使命感から様々な社会の要請に献身的に応え、これまでの学校教育を支えて
きましたが、長時間勤務の中で疲弊し、時に過労死に至る痛ましい事態が生じてい
る今、一刻も早く働き方を変えなくてはなりません。

教育委員会・学校の教職員の皆様へ
～学校における働き方改革の実現に向けて～

平成31年3 月18 日 文部科学大臣 メッセージよりジ

＜教育委員会の皆様＞
学校が子供と向き合う業務に集中するためには，家庭地域の理解･協力を
得ながら、業務の役割分担・適正化を図ることが必要です。他方、学校から
地域や家庭に対し、「これは学校の仕事ではない」とは言いづらいものです。
教育委員会が学校と関係機関、家庭や地域との連携の起点･つなぎ役として
前面に立って、学校運営協議会制度や地域学校協働本部等の体制整備も含め、
負担軽減につながる取組をお願いします。

＜教育委員会の皆様＞

今の教師の働き方の深刻な状況について、その厳しさを一番実感しておら
れるのは皆様だと思います。“子供のため”を合い言葉に、志ある教師の皆様が、
その使命感から様々な社会の要請に献身的に応え、これまでの学校教育を支えて
きましたが、長時間勤務の中で疲弊し、時に過労死に至る痛ましい事態が生じてい
る今、一刻も早く働き方を変えなくてはなりません。

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/07/25/1419589_4_1.pdf
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/07/25/1419589_1_1.pdf


県教委は19年に教育長名で、市町村長と

教育委員会に対し、労働安全体制の整備につ

いて通知したと説明。選任義務は市町村
教委にあるとし、「法令違反」状態の解消
を求める。

令和５年１月29日 琉球新報

人材難 確保に苦心
配置ゼロの自治体も

学校産業医全国最下位

法令順守の意識薄く
教員不足に拍車

それに対し、市町村教委からは、県に
「旗振り役」を期待する声も。南部地域の担

当者は、匿名を条件に本音を漏らした。「ど
の市町村も産業医の確保に苦労し
ている。教員は県職員。県の教育
長が医師会トップに要請するぐら
いはすぐできる。
県と市町村が責任をなすりつけ

合っていては、悪循環だ」

https://ryukyushimpo.jp/news/entry-1654226.html


回答が得られた17市町村教委が「各学校に任せている」「退勤時間を記録する仕組

みがない」などとして超過勤務実態を把握していないと答えた。

１村教委は「県の職員なので村は回答できない」と答えた。

平成28年９月21日 琉球新報

教員の残業実態 18教委把握せず 労務管理に支障も

全国的に教員の労働条件改善が課題となる中、本来各市町村教育委員会が教員の労

働状況を監督すべき立場にあるにもかかわらず、超過勤務時間を把握していない市町
村教委が少なくとも18に上ることが20日、琉球新報の調べで分かった。

公立小中学校の教員は県職員だが、地方教育行政法で市町村
教委が服務を監督するとされている。実態を把握できていない状況で
は労働環境の改善策を検討する際にも支障が出ると考えられる。

https://ryukyushimpo.jp/news/entry-361470.html


市町村立学校の教職員に対しての
県教育委員会と市町村教育員会の責任･役割は？

県と市町村が各々の責任と役割を受け止めて
取り組むことで働き方改革は前進する！

市町村立学校の教職員の身分について



（義務教育諸学校の設置者）

第38条 市町村は、その区域内にある学齢児童を就学させる
に必要な小学校を設置しなければならない。ただし、教育上有
益かつ適切であると認めるときは、義務教育学校の設置をもつてこれに代えるこ
とができる。

第49条 第30条第2項、第31条、第34条、第35条及び第37条から第44
条までの規定は、中学校に準用する。この場合において、第30

条第2項中「前項」とあるのは「第46条」と、第31条中「前条第1項」とあるのは
「第46条」と読み替えるものとする。

学校教育法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000026


第１条 市（特別区を含む。）町村立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の校長（中等教育学校の前期課程にあつては、当該課程の属する中等教育学校の校長とする。）、副校長、教頭、主幹教諭、
指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、寄宿舎指導員、講師（常勤の者及び地方公務

員法 （昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項 に規定する短時間勤務の職を占める者に限る。）、学校栄養職員（学校給食法 （昭和二十九年法律第百六十号）第七条 に規定する職員のうち栄養の指導及び管理をつかさど
る主幹教諭並びに栄養教諭以外の者をいい、同法第六条 に規定する施設の当該職員を含む。以下同じ。）及び事務職員のうち次に掲げる職員であるものの給料、扶養手当、地域手当、住居手当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、
特殊勤務手当、特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時間外勤務手当（学校栄養職員及び事務職員に係るものとする。）、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、管理職手当、期末手当、勤
勉手当、義務教育等教員特別手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当、退職手当、退職年金及び退職一時金並びに旅費（都道府県が定める支給に関する基準に適合するものに限る。）（以下「給料その他の給与」という。）並びに定時制
通信教育手当（中等教育学校の校長に係るものとする。）並びに講師（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律 （昭和三十三年法律第百十六号。以下「義務教育諸学校標準法」という。）第十七条第二項 に規定す
る非常勤の講師に限る。）

の報酬、職務を行うために要する費用の弁償及び期末
手当（次条において「報酬等」という。）は、都道府県の負担とする。

市町村立学校職員給与負担法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=323AC0000000135
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